
 

千葉県がん診療施設整備事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、がんの診断、治療を行う病院の施設・設備整備を図

るため、がん診療連携拠点病院及び千葉県がん診療連携協力病院の

開設者（地方公共団体及び地方独立行政法人を除く）が実施する、

施設及び設備整備事業に要する経費について、予算の範囲内におい

て、千葉県補助金等交付規則（昭和３２年千葉県規則第５３号。以

下、「規則」という。）及びこの要綱に基づき、補助金を交付する

ものとする。 

 

（交付の対象） 

第２条 この補助金は、次の事業を対象とする。 

(１ ) がん診療施設施設整備事業 

(２ ) がん診療施設設備整備事業 

 

（補助の対象事業、対象経費、補助率等） 

第３条 補助の対象事業、対象経費、補助率等は別表のとおりとする。 

２  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 補 助 を 受 け よ う と す る 事 業 を 行 う 者

（ 法 人 そ の 他 の 団 体 に あ っ て は 、 そ の 役 員 等 （ 業 務 を 執 行 す る 職

員 、 理 事 、 監 事 若 し く は こ れ ら に 準 ず る 者 、 相 談 役 、 顧 問 そ の 他

の 実 質 的 に 当 該 団 体 の 経 営 に 関 与 し て い る 者 又 は 当 該 団 体 の 業 務

に 係 る 契 約 を 締 結 す る 権 限 を 有 す る 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） ） が

次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 で あ る と き は 、 当 該 事 業 は 、 補

助の対象とならない。  

（ １ ）暴 力団 員によ る 不当 な行 為の防 止 等に 関す る法律 （ 平成 ３

年 法 律 第７ ７号 ）第 ２ 条 第６ 号に 規定 す る 暴力 団員 （以 下 「暴

力団員」という。）  

（ ２ ）次 のい ずれか に 該当 する 行為（ ロ 又は ハに 該当す る 行為 で

あ っ て 、法 令上 の義 務 の 履行 とし てす る も のそ の他 正当 な 理由

が あ る もの を除 く。 ） を した 者（ 継続 的 に 又は 反復 して 当 該行

為を行うおそれがないと認められる者を除く。）  

イ  自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害

を加える目的で、情を知って、暴力団員による不当な行為の



防 止 等 に 関 す る 法 律 第 ２ 条 第 ２ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 （ 以 下

「暴力団」という。）又は暴力団員を利用する行為  

ロ  暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することと

なることを知りながら、暴力団員又は暴力団員が指定した者

に対して行う、金品その他の財産上の利益若しくは便宜の供

与又はこれらに準ずる行為  

ハ  県の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約

その他の契約の相手方（法人その他の団体にあっては、その

役員等）が暴力団員であることを知りながら、当該契約を締

結する行為  

（ ３ ） 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 と 社 会 的 に 非 難 さ れ る べ き 関 係 を 有 し

ている者  

 

（交付額の算定方法） 

第４条 この補助金は、第３条の別表に定める対象経費の実支出額と

補助基準額を比較して少ない方を選定する。この選定額と総事業費

から寄付金その他の収入を控除した額とを比較して少ない方の額に

補助率を乗じて得た額以内の額とする。 

なお、交付額に１，０００円未満の端数を生じた場合は、これを

切り捨てるものとする。 

 

（交付の条件） 

第５条 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

(１ ) 事業の変更又は中止し、又は廃止するときは、知事の承認を受

けなければならない。 

(２ ) 事業が予定の期間内に完了しないとき又は事業の遂行が困難な

ときは、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならな

い。 

(３ ) 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並

びに機械及び器 具 については、知 事 の 定 め る 期 間 を 経 過 す る ま

で 、 知 事 の 承 認 を 得 な い で こ の 補助金交付の目的に 反 して使用

し、譲渡し、交換し 、 貸 し 付 け 、 又 は 担 保 に 供 し て は な ら な い 。 

た だ し 、 取 得 価 格 又 は 効 用 の 増 加 価 格 が 単 価 ５ ０ 万 円 （ 民 間

団 体 に あ っ て は ３ ０ 万 円 ） 未 満 の 機 械 及 び 器 具 に あ っ て 、 補 助

金 の 交 付 の 目 的 を 達 成 す る た め に 特 に 必 要 が な い と 認 め ら れ る



ものは、この限りでない。  

な お 、 知 事 が 定 め る 期 間 に つ い て は 、 「 補 助 金 等 に よ り 取 得

し 、 又 は 効 用 の 増 加 し た 財 産 の 処 分 制 限 期 間 」 （ 平 成 ２ ０ 年 厚

生労働省告示第３８４号）」の例による。  

(４ ) 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があったと

きには、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

(５ ) 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業

の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するととも

に、その効率的な運用を図らなければならない。 

(６ ) 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入

及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類

を、事業完了後５年間保管しておかなければならない。 

（７）補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に

係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれ

る消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法〔昭和６３年法

律第１０８号〕に規定する仕入に係る消費税及び地方消費税額と

して控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以

下同じ。）が確定した場合は、消費税及び地方消費税仕入控除税

額報告書（様式８）により速やかに知事に報告しなければならな

い。 

なお、知事に報告があった場合には、当該仕入税額の全部又は

一部を県に納付させることがある。 

（８）その他知事が必要と認める事項 

 

（交付の申請） 

第６条 規則第３条の規定により補助金の交付を申請するときは、知

事が別に定める期日までに、交付申請書（様式１）を知事に提出し

なければならない。 

 

（変更承認申請） 

第７条 第５条第１号の規定により承認を受けようとするときは、内

容及び理由を記載した承認申請書（様式２）を知事に提出しなけれ

ばならない。 

 

 



（状況報告） 

第８条 規則第１０条の規定により事業の遂行状況を報告しようとす

るときは、当該事業年度の１２月末日現在で作成した遂行状況報告

書（様式３）を、当該年度の別に知事が定める日までに知事に提出

しなければならない。 

 

（実績報告） 

第９条 規則第１２条の規定により実績報告をしようとするときは、

当該事業終了後１か月以内又は、当該年度の３月末日のいずれか早

い日までに実績報告書（様式４）を知事に提出しなければならない。 

なお、施設整備事業においては、事業が翌年度にわたるときは、

この補助金の交付決定に係る県の会計年度の翌年度の４月１０日ま

でに年度終了実績報告書（様式５）を知事に提出しなければならな

い。 

 

（交付の請求） 

第１０条 規則第１５条の規定により補助金の交付を請求しようとす

るときは、交付請求書（様式６）を知事に提出しなければならない。 

 

（概算払の請求） 

第１１条 規則第１６条第２項の規定により補助金の概算払を受けよ

うとするときは、概算払請求書（様式７）を知事に提出しなければ

ならない。 

 

（暴力団密接関係者）  

第 １ ２ 条  規 則 第 １ ７ 条 第 １ 項 第 ３ 号 の 知 事 が 定 め る 者 は 、 第 ３ 条

第 ２ 項 第 ２ 号 又 は 第 ３ 号 に 該 当 す る 者 （ 補 助 事 業 を 行 う 者 が 法 人

そ の 他 の 団 体 で あ る 場 合 に あ っ て は 、 そ の 役 員 等 が 同 項 各 号 の い

ずれかに該当する者である法人その他の団体）とする。  

 

附則 

こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ １ 年 ２ 月 １ ８ 日 か ら 施 行 し 、 平 成 ２ ０ 年 度

分の予算に係る補助金から適用する。  

附則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ５ 年 １ 月 ２ ３ 日 か ら 施 行 し 、 平 成 ２ ４ 年 度



分の予算に係る補助金から適用する。  

附則  

  こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ６ 年 １ ０ 月 １ ７ 日 か ら 施 行 し 、 平 成 ２ ６ 年

度分の予算に係る補助金から適用する。  

 

附則  

  こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 し 、 平 成 ２ ８ 年 度 分

の予算に係る補助金から適用する。  

 

附則  

  こ の 要 綱 は 、 令 和 元 年 １ ２ 月 ２ ０ 日 か ら 施 行 し 、 令 和 元 年 度 分

の予算に係る補助金から適用する。  

 

附則  

  こ の 要 綱 は 、 令 和 ２ 年 １ １ 月 ２ ６ 日 か ら 施 行 し 、 令 和 ２ 年 度 分

の予算に係る補助金から適用する。  

 

附則  

  こ の 要 綱 は 、 令 和 ３ 年 １ ０ 月 ２ ５ 日 か ら 施 行 し 、 令 和 ３ 年 度 分

の予算に係る補助金から適用する。  

 



別  表（第３条） 

 

１ がん診療施設施設整備事業 

(１) 基準額、対象経費及び補助率等 

基  準  額 対  象  経  費 補 助 率 

次に掲げる基準面

積に、(２)の基準単

価 を 乗じ た 額と す

る。 

 

基準面積  

１，３００㎡ 

がん診療連携拠点病院及び千葉県が

ん診療連携協力病院として必要な次の

各部門の新築、増改築に要する工事費

又は工事請負費 

 

(1)診療棟 

（診察室、検査室、エックス線室、手

術室、がん治療室 等） 

(2)がん専用病棟 

（病室、診察室、処置室、記録室、患

者食堂、寝具倉庫、バルコニー、廊

下、便所 等） 

 

０．３３ 

（注）補助対象面積が基準面積を下回るときは、当該補助対象面積を基準面積と

する。 

(２) 補助の対象事業（種目・構造別）及び 1平方メートル当たり単価表 

種   目 構 造 別 基準単価（円） 

病 棟 
鉄筋コンクリート ２２４，０００ 

ブロック １９５，３００ 

診療棟 
鉄筋コンクリート ２５０，０００ 

ブロック ２１８，５００ 

(注)上記基準単価は、新築及び増改築事業における補助金算出の限度となる単

価であり、建築単価が基準単価を下まわるときは、当該建築単価を基準単価

とする。 

 

２ がん診療施設設備整備事業 

(１) 基準額、対象経費及び補助率等 

基 準 額 対 象 経 費 補 助 率 

１か所当たり３３，０００千円 

 

 

がん診療連携拠点病院及

び千葉県がん診療連携協力

病院として必要ながんの医

療機器及び臨床検査機器等

の備品購入費 

 

３分の１ 

 


